
産経新聞（2020年10月2日・5日）
安倍前総理7年8ヵ月を振返る

10月15日の産経新聞に難病再発で辞任した安倍前総理が安倍政権の7年8カ
月が振返ったインタビューが掲載された。

安倍前総理は「次世代に謝罪の運命を背負わせないためにも終止符を打た
なければいけないという気持ちは強かった。日韓合意は国際社会が証人とな
り、『慰安婦問題の最終的かつ不可逆的な解決』を確認し、政府としても河
野談話の検証も行った。多くの人たちが歴史の真実により近づくことによっ
て歴史問題に終止符を打つことができた」と国際法で慰安婦問題を解決させ
たことを成果の1つとしてあげた。
また「世界共通だが政治で一番大事なのは雇用を作ること。アベノミクス

で約400万人の雇用を作りだし大卒・高卒の就職率は過去最大水準となった。
政治として経済政策の果たすべき役割を示した」と悪夢の民主党政権から経
済を立て直したことや、「安保法で日米は助けられる同盟になり日米同盟は
強靭となった。その結果、抑止力は高まり日本が戦争に巻き込まれる可能性
ははるかに低くなった。米朝会談で2度も拉致問題を取上げてくれたトラン
プ大統領に感謝してる」と日米同盟を強固出来たことなど安倍前総理の7年
8ヵ月が成し遂げた功績の多さと凄さを改めて実感した。
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日本の軍事研究は禁じる一方で中国政府傘下組織と覚書を交わし研究に協力は国益を反する行為。
2003年に“設置形態は独立団体が理想なので10年以内の改革を”と求められても無視し、

職務である勧告・答申を直近10年は政府に出さないのは明らかな職務怠慢。
日本学術会議は年間10憶の税金を投入し運営する価値がある政府組織とは到底思えない
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